
平成２４年度 

壬生町人事行政の運営等の状況を公表します 

 

平成２４年度における壬生町職員に係る人事行政の運営等の状況の概要及び栃木県人事委員

会からの業務の状況報告を次のとおり公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況  

 

●職員の任免　（単位：人）

平成２４年度 採用者数 退職者数

一般行政職 ４ １２

技能労務職 ０ ４

合　　計 ４ １６

●部門別職員数の状況　（単位：人）

一般行政部門 １８１ １８３ ２

特別行政（教育）部門 ４８ ４４ △ ４

公営企業等会計部門 ３６ ３４ △ ２

合　　計 ２６５ ２６１ △ ４

対前年
増減数

区　　　分 平成２４年平成２３年

 
 

２ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

 

●人件費の状況(平成２３年度普通会計決算)

　　（注）　人件費には、特別職の職員に支給される給料、報酬等が含まれています。

●職員給与費の状況（平成２４年度一般会計予算）

給　　　料 職　員　手　当 期末･勤勉手当 合　　　計

９０６,２２６千円 １３９,０３７千円 ３３２,８４５千円 １,３７８,１０８千円

　　（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　（注）２　給与費は、当初予算計上額です。

●職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）
区　　　　分 支　　給　　額

大学卒 １７２,２００円

高校卒 １４４,５００円

技能労務職 高校卒 １３７,２００円

　 （注）　一般行政職と技能労務職は異なった給与体系を採っており、一般行政職には

　　 　　　行政職給料表が、技能労務職には技能労務職給料表が適用されています。

一般行政職

歳出額　Ａ 人件費　Ｂ

１２，３９３，２４５千円 ２，００７，０８０千円

給　　　与　　　費

人件費率（Ｂ／Ａ）

１６.２％



１０年～１４年 １５年～１９年 ２０年～２４年 ２５年～２９年

大 学 卒 ２７４,２００円 ３４１,６００円 ３６４,３００円 ３８８,８００円

高 校 卒 ２３１,１００円 ― ３４４,１００円 ３７１,２００円

　　（注）　経験年数とは、役場に採用されてからの年数をいいます。

　　　　　　

区　　　　分
経　　　験　　　年　　　数

一般行政職

●職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

●職員手当の状況（平成２４年４月１日現在）

①扶養手当の状況 　　　

配偶者

（月額） その他

　扶養手当は、扶養親族のある職員が支給対象となり、１２0人に支給しました。

　１人平均支給額は、１８，５００円／月となります。

②住居手当の状況

住居手当

（月額）

　１人平均支給額は、２５，５００円／月となります。

③通勤手当の状況

　１人平均支給額は、４，７００円／月となります。

④管理職手当の状況

　１人平均支給額は、４８，６００円／月となります。

⑤特殊勤務手当の状況

　特殊勤務手当は、勤務の特殊性に基づき支給となりますが、支給対象者はいませんでした。

⑥時間外勤務手当の状況

　時間外勤務手当は、正規の勤務時間外に勤務した場合支給となり、１７２人に支給しました。

　１人平均支給額は、２４，９００円／月となります。

⑦宿日直手当の状況

　宿日直手当は、宿日直等勤務した場合支給となり、３７人に支給しました。

　１人平均支給額は、３，４００円／月となります。

　通勤手当は、通勤のため交通機関を利用することを常例とする職員及び自動車等を使用する
職員が支給対象となり、２２５人に支給しました。

　管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員が支給対象となり、役職に応じ８３人に支給
しました。

通勤手当

交 通 機 関 利 用 者 運賃相当額

自 家 用 車 等 利 用 者 月額２，０００円～２４，５００円

全 額 支 給 限 度 額 月額換算で５５，０００円

　住居手当は、住宅、貸間等を借り受けている職員が支給対象となり、３０人に支給しまし
た。

支　　　　　給　　　　　額

　１６歳から２２歳の子１人につき５，０００円加算

区　　　　分

　６，５００円(配偶者がない場合にあっては１人につき１１，００
０円）

扶養手当 配偶者以
外

　１３，０００円

借　　家 家賃に応じ２７，０００円以内

 



⑧期末・勤勉手当の状況

平成２４年度

支 給 割 合

　　６月期

　１２月期

　　計

　支給割合は国と同じです。

⑨退職手当の状況

勤 続 ２０ 年

勤 続 ２５ 年

勤 続 ３５ 年

最 高 限 度

　　

期　　　末 勤　　　勉

区　　　　分 自　己　都　合 定年

２．６月分 １．３５月分

５５．８６月分

支 給 率

５５．８６月分

２３．０３　月分

３８．９５５月分

５５．８６月分

３２．８３月分

４６．５５　月分

２８．７８７５月分

１．２２５月分 ０．６７５月分

１．３７５月分 ０．６７５月分

 
●勤務時間の状況 

・本庁 

１週間の勤務時間 ３８時間４５分 

勤務時間 ８時３０分～１７時１５分 

休憩時間 １２時～１３時 

 ※ 勤務施設によって勤務時間･休憩時間は異なる場合がありますが、１週間の勤務時間はすべて

３８時間４５分になります。 

 

●年次有給休暇 

   職員には、１年度当たり原則として２０日の年次有給休暇が与えられます。年次有給

休暇は、２０日を限度として、当該年度の翌年度に繰り越すことができます。１日又は

１時間を単位として取得することができます。     

取得職員人数 ２５９人 

平均取得日数 １１.７日 

 

●特別休暇 

概          要 実  績 

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで地震、暴風雨、噴火等による被災地、

被災者を支援する活動、身体障害者養護施設、特別養護老人ホームにおける活

動及び身体、精神上の障害、負傷、疾病者等の介護支援活動のための休暇で、

１年度当たり５日の範囲内の期間 

０人 

職員が結婚する場合の休暇で、連続する５日の範囲内の期間 ５人 

６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予定である女

性職員が申し出た場合の休暇で、出産の日までの申し出た期間 
１人 

女性職員が出産した場合の休暇で、出産の日の翌日から８週間を経過する日ま

での期間 
１人 

職員の妻が出産する場合で、職員が妻の出産に伴い必要と認められる入院の付

添い等のための休暇で、入院する等の日から出産の日後２週間を経過する日の

期間内の２日の範囲内の期間 

１人 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護（負傷

し、又は疾病にかかったその子の世話を行うことをいう。）のための休暇で、

１年度当たり５日の範囲内の期間 

４人 

職員の親族が死亡した場合の休暇で、親族に応じ１～７日の範囲内の期間 ４４人 

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の

充実のための休暇で、７月から９月までの期間における３日の範囲内の期間 
平均取得2.9日 

 

 

 



●育児休業及び部分休業 

概          要 実  績 

育児休業は、職員が任命権者の承認を受けて、３歳に満たない子を養育するた

め、その子が３歳に達する日までの期間を限度として、職務に従事しない制度

です。育児休業期間中給与は支給されません。 
５人 

部分休業は、職員が任命権者の承認を受けて、３歳に満たない子を養育するた

め、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時間を超えな

い範囲内において職務に従事しない制度です。部分休業の承認は、３０分を単

位として行われます。部分休業については、勤務しない１時間につき１時間当

たりの給与額が減額されます。 

取得者なし 

 

３ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況  

  分限処分者…２名（処分内容：休職）       懲戒処分者…０名 

 

４ 職員の服務の状況  

●地方公務員の服務規律の概要 

職員は、全体の奉仕者であるため種々の服務義務や制限が加えられることとなります。

服務義務や制限については概ね次のとおりです。 
○服務の宣誓       ○法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 

○信用失墜行為の禁止   ○秘密を守る義務   ○職務専念義務 

○政治的行為の制限    ○争議行為等の禁止  ○営利企業等の従事制限 

５ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況  

●研修の実施状況 

研 修 実 施 団 体 参加人数 

栃木地区職員研修協議会  ５９人 

栃木県市町村職員研修協議会  ２９人 

県職員・市町村職員合同研修   ０人 

市町村職員中央研修所   ５人 

社団法人日本経営協会  １５人 

その他自主研修  ３８人 

 

●勤務成績の評定の状況 

   平成１９年度から人事評価制度の試行が始まり、平成２０年度から管理職の職員につ

いて本格実施となりました。平成２１年度より管理職以外の職員についても本格的に実

施しております。 

 

６ 職員の福祉及び利益の保護の状況  

●職員の健康の保持増進対策 

   職員の健康の保持増進対策として、職員の健康診断、産業医による個別相談を実施し

ています。その他、希望による人間ドック、脳ドックの受診を推奨しています。 

●災害補償の実施状況 

   職員の公務上の災害（災害とは、負傷、疾病、障害又は死亡のこと）、又は通勤によ

る災害に対しては、療養補償、休業補償、障害補償、遺族補償などの補償があります。 

   ・職員の公務上の災害（負傷）が一件ありました。 

●壬生町職員互助会への補助の実施状況 

  壬生町職員互助会が実施する職員に対する福利厚生事業に対し、職員１人当たり、６，

０００円補助しました。 

■栃木県人事委員会から壬生町長に対する平成２４年度業務の状況報告は次のとおりです。 

   ・勤務条件に関する措置の要求の状況 

     係属事案はなく、平成２４年度に新たな措置要求はなかった。 

 

   ・不利益処分に関する不服申立ての状況 

     係属事案はなく、平成２４年度に新たな不服申立てはなかった。 


